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F 支所及び K 支所の職員とする。」（D 市）とあ
るのを，「現金取扱員は，会計課，下水道課，収
納管理課及び収納対策課の職員とする。」（B 市
案）とすることでしょうか。会計規則から関係す
る複委任の条項が削除されていることを前提とし
て考えると，蛇足規定とはいえないので，ここ
は，積極的に，「現金取扱員は，会計課，下水道
課，収納管理課及び収納対策課の職員とする。」
（B 市案）としてよいと考えます。しかしその場
合には，後述するように，管理責任が現行 B 市
例規の水準より劣ることになります。
Q（B 市）　内容については理解しました。引き
続き，「現金取扱員」の解釈についてご質問があ
ります。B 市下水道事業の財務にかんする特例を
定める規則に，「現金取扱員は，会計課，下水道
課，収納管理課及び収納対策課の職員とする。」
という文言を入れた場合，ここでいう「現金取扱
員」は，「地方自治法上で規定する現金取扱員で
ある」という解釈ができるということでよろしい
でしょうか。見解をお伺いします。
A（石﨑）　「会計規則から関係する複委任の条項
が削除されていることを前提として考え」た場合，
複委任の関係が切断されている以上，B 市下水道
事業の財務に関する特例を定める規則に，「現金
取扱員は，会計課，下水道課，収納管理課及び収
納対策課の職員とする。」という文言を入れると
きには，「企業職員たる現金取扱員」と解釈する
ことになります。B 市においても，「齟齬が生じ
る」こと認識されていますが，B 市会計課（会計
管理者を含む）が誤認識を改めない限り，この問
題はすっきりしません。B 市がご懸念される地方
自治法上の「現金取扱員」と地方公営企業法上の
「現金取扱員」との齟齬について，明確化するに
は，「地方自治法第171条第３項による現金取扱員
は，会計課，下水道課，収納管理課及び収納対策
課の職員とする。」としてはいかがでしょうか。
　また，例規上の「明文化」と同じくらい重要な
ことですが，B 市では，もともと「現金取扱員」
の告示をされていたのでしょうか。この点も重要
です。会計規則の上で，現金取扱員として定めて
いても，出納員その他の会計職員（「その他の会
計職員」とは，分任出納員，現金出納員，物品出
納員のことですが）を任命し，告示しなければな
りません（昭和38・12・19　自治丁行発93号）。
いかがでしょうか。会計事務の委任について，告
示が必要条件であり，このことについては，第７
次地方分権推進委員会においても，総務省は，そ
の見解を変えていません（https://www.cao.go.	
jp/bunken-suishin/doc/tb_28_ko_kaitou2_06_1_
mic.pdf，2019年９月17日閲覧。）。
A（B 市）　また，ヒアリングシートにおける B
市会計規則について，法適後も長が出納員以外の
会計職員（現金取扱員）に事務を委任するという
考え方に変わりがなければ，ヒアリングシートで
削除した B 市会計規則の項目を復活させる必要
があると思いますが，いかがでしょうか。ご見解
をお伺いします。
A（石﨑）　お見込みのとおりです。「法律上の委
任」ということを考えると，「現金取扱員」には，
地方公営企業法における委任はできませんので，
現在の複委任，つまり法律上の委任関係が生じて
いることを前提にすると，B 市会計規則の項目を
復活させるべきと考えます。公印が表章する職名
（収納管理課，会計管理者第２号（註　「会計管理
者第２号」とは，複委任をされている特定の会計
課職員の職名を指示しているものであって，「会
計管理者ではない」と考えるほか，公印規程と複
委任との関係を矛盾なく説明することはできない
と考えます。））にも矛盾が生じないという利点も
あります。法律上の委任では，名と責任において
収納事務を執行できますが，現金取扱員に生じる
責任は，民法上の善管注意義務（民法第400条）
にとどまり，会計課・収納管理課・収納対策課
に，現行と同水準の管理責任を求めるには，やは
り，B 市会計規則の項目を復活させる以外にはな
いということになります。
A（石﨑）　まとめますと，第１案「現金取扱員
は，会計課，下水道課，収納管理課及び収納対策
課の職員とする。」（B 市案）とするか，第２案
「B 市会計規則の項目を復活」かは，二者択一で
はありますが，管理責任の維持という観点から
は，第１案の方が適切であるといえます。
A（B 市）　理解しました。第２案については，
時間的制約があり，実務的に厳しいことが予想さ
れますので，第１案の方針で進めていく予定です。
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２．特例を定める規則に企業出納員，現金取扱員
にかんする条項を入れるべきか
⑴　企業出納員
Q（B 市）　特例を定める会計規則に，企業出納
員及び現金出納員の設置にかんする条項をおくべ
きでしょうか。
A（石﨑）　お見込みの通り。企業出納員につい
ては，財務等適用の場合であっても，必置機関で
すので，同条項を入れるべきであると考えます。
⑵　現金取扱員
A（石﨑）　地方自治法を根拠とする現金取扱員
については，条項を設ける必要はありません。B
市例規における現金取扱員は，地方公営企業法を
根拠とする現金取扱員ではなく，地方自治法を根
拠にする現金取扱員であるためです。
　では，絶対に条項を入れる必要はないのか，と
いう問いがあるとすれば，条理上は，これを「蛇
足」規定と考えますが，他団体が入れているから
当団体も入れるという理由であれば，これをとめ
ることはできません。これが理論的な整理にはな
ります。
A（B 市）　内容について理解しました。
３．事務決裁の流れ
Q（B 市）　事務決裁の流れが，法適用によって
変更されることもあるのでしょうか。
A（石﨑）　現行の B 市事務決裁の金額の区分に
したがって，整理すればよいのです。
　Y 氏が分析されているように「②　係長→課長
補佐→課長（企業出納員）→副部長→部長→副市
長→市長」という決裁ルートになります（下線強
調と加筆は，引用者）。変更が必要な点は，予算科
目の相違があるものについては，決裁区分をおく
ことが考えられます。当方の考えとしては，決裁
区分を置く必要がある考えています。だだし，先
行団体の例でいうとほとんどの団体でおいていな
い状況です。平成32年（令和２）年度では，行政
人口３万人を超える地方公共団体は，法適用下水
道事業とするべきことが，総務省から要請されて
いますから，法適用団体が急増します。おそらく，
決裁区分を明示する例も増えると考えています。
　話を戻します。全部適用の場合，管理者と長と
が直接に決裁のやり取りをすることになります。
たとえば，管理者が部長職であるとすれば，「管理
者（部長職）→市長」となるのが，地方公営企業
法が想定している本来の決裁ルートです（もちろ
ん，団体の中には，管理者（部長職）→副市長→
市長のようにしているところもあります。実務的
ではあるのでしょうが，理論的ではありません。）
　繰り返しになりますが，財務等適用の場合には
「①組織，②職員の身分取扱い」には変化がない
のです。これが，財務等適用を理解する場合の原
理原則です。
Q（B 市）　地方公営企業法第28条第１項による
と「出納その他の会計事務をつかさどらせるた
め，企業出納員を置く」となっていますが，同第
３項には，「企業出納員は，管理者の命を受けて
出納その他の会計事務をつかさどる」となってい
るため，そもそも管理者の規定が財務適用により
非適用のため，企業出納員は法第28条の必置規定
により置かなくてはならないものの，出納その他
の会計事務をつかさどることはないという解釈で
よろしいでしょうか。ご見解を伺います。
A（石﨑）　厳密に解釈したいと思いますので，
お付き合いください。財務等適用の場合，管理者
という職自体が存在しないこと，そして，地方公
営企業法第28条は地方公営企業法の体系の中で
「財務」の規定に位置付けられますが，企業出納
員という管理者の補助機関を決定するためには，
まずその前提として「企業出納員は，企業職員で
ある」必要があります。しかしながら，地方公営
企業法の体系のなかでは，企業職員という補助機
関は「組織」の規定に位置付けられますので，財
務規定等適用企業において，必置機関とされる企
業出納員となる補助機関が決定できなくなるとい
う法律上の齟齬が生じています。これを解決する
には，企業出納員を必置機関とすることをやめ，
あるいは，企業職員のうちから企業出納員を任命
するという規定（地方公営企業法第28条第２項）
を改正し，「企業出納員及び現金出納員は，普通
地方公共団体の長の補助機関である職員又は企業
職員のうちから，管理者が命ずる」といった法改
正して対応することが考えられます。
　しかし，立法者（旧自治省，総務省）は法改正
による問題解決という方法をとることなく，解釈
で解決をはかることを続けています。これが「み
なし企業職員」（関根則之［1998］『改訂　地方公
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営企業法逐条解説』地方財務協会，312頁。）とい
う解釈です。解釈によって，「みなし企業職員」
として，「財務規定等を適用する企業の職員を本
条の『企業職員』とみなして，任命すべき」（関
根同上書，312頁。）ことになります。
　この解釈の方法によって，財務規定等適用企業
においても，企業出納員という機関が決定されま
すが，その所掌事務は，全部適用企業における企
業出納員の所掌事務と異なるところはありませ
ん。財務規定等等適用企業における企業出納員で
あっても，「出納その他の会計事務をつかさどる」
ことになります。
　Y 氏が疑問に思われるところは，もうひとつ別
のところにあるのではないかと考えております。
それは，地方公営企業法第28条第３項が「企業出
納員は，管理者の命を受けて，出納その他の会計
事務をつかさどる。」と規定しており，財務規定
等企業では，管理者という命令権者が存在しない
ため，財務規定等企業における企業出納員は，出
納その他の会計事務をつかさどることはできない
のではないかということにあるのではないか，と
考えております。
　しかしながら，財務等規定適用企業では，業務
執行権と代表権（地方自治法第147条は，代表権
を定め，地方自治法第第148条は業務執行権を定
める。これに対応して，地方公営企業法第８条が
管理者のこれら二つの権限を定めている。）と所
掌事務（地方自治法第138条の３。これに対応し
て，地方公営企業法第９条は，管理者の所掌事務
を定める。）は，管理者が存在しないため，また，
同条は，財務規定等企業には，これらの二つの権
限と所掌事務は適用されませんので，長に留保に
されたままであるということです（留保という言
葉が難しいようであれば，権限を持っていると考
えていただければ大丈夫です。）。
　その留保された権限と所掌事務とを長から切り
離し発動させるために，設置条例や特例を定める
規則を制定すると考えます。特に，出納その他の
会計事務の具体的内容を定める「特例を定める規
則」は，長の規則制定権（地方自治法第15条第１
項）により，所掌事務の系統的確定の必要性から
これを制定することになります。
　したがって，「管理者の命」は，地方公営企業
法の上位法である地方自治法の規定により，長の
業務執行権により，長が命令権者となり，その補
助機関である「みなし企業職員である企業出納
員」が受命者となるという関係が発生します。し
たがって，「みなし企業職員である企業出納員」
は，出納その他の会計事務をつかさどるというこ
とになります。
A（B 市）　丁寧に解説していただきありがとう
ございます。地方自治法と地方公営企業法の関係
は，一般法と特別法の関係にあると認識しており
ますが，上位法と下位法の関係もあるということ
でよろしいでしょうか。どちらにせよ，「みなし
企業職員である企業出納員」は，出納その他の会
計事務をつかさどるということで理解しました。
Q（B 市）　少し話を戻しまして，財務適用にお
いて，「組織，職員の身分取扱い」には変更がな
いことが前提とされているため，B 市事務決裁の
金額の区分に従い，決裁をすればいいということ
ですが，「出納その他の会計事務をつかさどる」
企業出納員（課長）は例外的に設置されることと
なります。その企業出納員（課長）の決裁がある
ということは，少なくとも財務にかんする決裁に
おいては，企業出納員（課長）より上かつ市長未
満の決裁（副部長，部長及び副市長）は不要では
ないかと考えていました（法適用後の事務専決規
定について「財務の特例を定める規則」の中で規
定している団体も見受けられました）が，ここに
ついてはどのように解釈すべきでしょうか。ご見
解を伺います。
A（石﨑）　専決における決裁は，法律上の権限
を委任された上での決裁ではありません22。この
22	この論点に関して，判例をあげておく（最判平成３年12
月20日判決，平成３年（行ツ）第137号　大阪府水道部
交際費違法支出賠償事件（住民訴訟）。）。同判例は，「け
だし，管理者が右訓令等により法令上その権限に属する
財務会計上の行為を特定の補助職員に専決させることと
している場合においては，当該財務会計上の行為を行う
法令上の権限が右補助職員に委譲されるものではない
が，内部的には，右権限は専ら右補助職員にゆだねら
れ，右補助職員が常時自らの判断において右行為を行う
ものとされるのであるから，右補助職員が，専決を任さ
れた財務会計上の行為につき違法な専決処理をし，これ
により当該普通地方公共団体に損害を与えたときには，
右損害は，自らの判断において右行為を行った右補助職
員がこれを賠償すべきものであって，管理者は，前記の
ような右補助職員に対する指揮監督上の帰責事由が認め
られない限り，右補助職員が専決により行った財務会計
上の違法行為につき，損害賠償責任を負うべきいわれは
ないものというべきだからである。」といい，職員の専
決には，補助職員に賠償責任があるとしている。
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あたりのことをまず，ご認識いただいておられま
すでしょうか。企業出納員（課長，又は部長）が
事務専決によって，決裁を行ったとしても，法律
上の権限は，委任しない限りにおいて，以前とし
て，長にあるわけですから，「企業出納員より上
かつ市長未満の決裁（副部長，部長及び副市長）」
の決裁も当然にあり得ます。ただし，受益者負担
金を取り扱う現金出納員については，現状は，複
委任（地方自治法第171条第３項）をされている
ため，受益者負担金の収納についてのみ，これら
の者（会計課，下水道課，収納管理課及び収納対
策課の職員）は，法律上の決裁権を有していま
す。
４．経費負担
Q（B 市）　決裁ルートの内容によっては，企業
出納員を課長ではなく部長に変更することも考え
ていますが（財務適用の近隣市の企業出納員はお
おむね部長となっている），企業出納員を部長と
した場合，人件費の拠出は下水道課とその他の課
で按分して行えばよいのでしょうか。それとも下
水道課の事務よりその他の課の事務の方が多いの
で，そちらに全額負担してもらうという考え方も
とれるのでしょうか。見解をお伺いします。
A（石﨑）　現状，按分しているのでしょうか。原
則的には，経費の負荷と法適用前後とで考え方を
変更することはあり得ません。公共下水道事業と
いうものは，地方財政法第６条，同令第46条第13
号が定める「公営企業」であって，独立採算制が
とれられています。B 市下水道事業特別会計（法
非適用企業）において，建設部長に係る人件費を
負担しているのであれば，その基準額で按分する
ことでよいと考えます。人件費を負担していない
のであれば，現状の B 市下水道事業特別会計の
財政状態からは，負担できないという状態である
と考えます。
５．受益者負担金の事務の所掌について
Q（B 市）　総括すると，受益者負担の収納事務
について，どのように会計規則を定めるべきなの
でしょうか。
⑴　結論
A（石﨑）　端的に，結論から述べることにします。
①　地方自治法における現金取扱員のままとして受益
者負担金を取り扱わせる場合
図表5-1　企業出納員に会計課職員などを補助執行さ
せときの条例（案）
第	○条　会計課職員及び財務部収納対策課職員は，受
益者負担金及びこれに附帯する受益者負担金外収入
金に係る現金の収納及び保管事務について，企業出
納員を補助執行する。
　なお，「補助執行」と「分掌」とは同様に考え
る見解があり，松本［2015］は「この場合の『分
掌』とは，普通地方公共団体の長の事務の補助執
行の一態様として理解すべき23」としているとお
りである。
　長が職員を補助執行させることを命じる権限は
当然に地方自治法第154条にあり，長は補助機関
である職員がなすべき「補助執行の方針，基準，
手続について命令できる24」とされている。なお，
下水道課において現金取扱員を置く場合には，企
業職員としての辞令が必要である。
　補助執行者である会計課職員と収納対策課職員
とは，本務が一般行政庁の勤務であって，企業職
員としての辞令は別に必要とならない（B 市水道
部においても，下水道課職員が企業職員としての
併任辞令を受けていないと聞いていました25。）。
図表5-2　下水道事業担当課に企業出納員と現金出納
員を設置する場合の例
第	２条　下水道事業に企業出納員及び現金取扱員を置
く
２　企業出納員は，下水道課長とする。
３	　現金取扱員一人が一日に取り扱うことのできる現
金の限度額は，次の号に掲げるものについて，それ
ぞれ当該各号に定める額とする。
　一　下水道使用料　〇百万円
　二　受益者負担金　〇百万円
②　会計課職員，収納対策課職員，下水道課職員のう
ちから，地方公営企業法上の現金取扱員を置く場
合
　会計課職員及び収納対策課職員については，長
による企業職員と行政職員との併任辞令を出すこ
23	松本英昭［2015］『逐条　地方自治法』学陽書房，530頁。
24	同上書，532頁。
25	後述するように，B 市の扱いは有権的解釈に反するもの
である。辞令交付は必要である。
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とになる26。現金取扱員となる職員には，企業職
員としての辞令を交付しなければならない。
　辞令交付については，次の例が適当と考える。
図表5-3　下水道事業担当職と会計課職との併任の例
B 市職員　　山　野　一　郎
B 市会計室勤務を命ずる
B 市建設部下水道課勤務を命ずる
　　　　　　　　　　　　B 市長
（註）	併任辞令についての，様式の例は，過去，公刊され
ている文献においてあげられていないが，坂田［1973］
は長部局の職員と企業職員との併任を認める見解と
ともに，新規採用の例及び市長部局から企業局への
出向の例については，辞令様式をあげている27。また，
勤務発令のみを辞令様式の様式とする行政実例（昭
和31年10月10日　自丁発122号　秋田県電気局総務課
長あて　公務員課長回答）もあることから，うえの
図表5-3のとおりとし，「下水道課勤務との併任を命
ずる」などの文言とする必要もないと考える。細か
なことではあるが，辞令に句点を打つ必要はない。
　また，すでに会計課勤務を命じられ，会計課勤
務となっている職員に対し，改めて，財務等適用
企業の企業職員に任ずる（補職）場合には，辞令
交付の例は，次のとおりとなる28。
図表5-4　下水道事業担当職との補職となる併任の例
―財務等適用の場合―
B 市職員　　山　野　一　郎
B 市建設部下水道課勤務を命ずる
　　　　　　　　　　　　B 市長　　甲　野　太　郎
　また，すでに会計課勤務を命じられ，すでに会
計課勤務となっている職員に対し，改めて，全部
適用企業の企業職員に任ずる（補職）場合には，
辞令交付の例は，次のとおりとなる。
図表5-5　下水道事業担当職との補職となる併任の例
―全部適用の場合―
B 市職員　　山　野　一　郎
B 市建設部下水道課勤務を命ずる
　　　　　　　　　　　　管理者　　甲　野　太　郎
　図表5-4と図表5-5との違いは財務等適用企業
の場合の任命権者は，地方公共団体の長であり，
全部適用企業の場合のそれは，企業管理者である
点にある。
おわりに
　本稿は，地方公共団体の会計法規にかんする論
考である。パブリックセクターの会計法規の制定
（改廃）は，パブリックセクターにおける会計政
策というべきものの実体，つまり，手続きの具体
化を意味する。
　財務会計システムの厳密性について，星野
［2011］は，「…このような『機能美』について
も，財務会計システムの機能特性に起因して，厳
密な論理性を備えたものではなく，人間的または
社会的な要素を多分に含んだものであり，またあ
る面では『いいかげんな』ものでもある29。」と
いい，この財務会計システムの有するこの「いい
かげんさ」を「企業社会あるいは経済社会におい
ては，必要不可欠な『潤滑油』としての役割をも
担っていることを銘記すべきである30。」と述べ
ている。
　本稿では，例規作成の意思形成過程を克明に展
開したものであるが，星野が論じたように「例
規」が本来意味するところとは異なる場面で，さ
らにいえば，地方公共団体内部での部・課間の政
治的な駆け引きによって，本稿の例でいえば，下
水道事業担当課と会計事務担当課との間で行政法
やその一部を形成する有権的解釈が要求する厳密
性を「ゆさぶる」（「拡張」させる）かたちで，例
規が制定されていくことを示している。
　地方公共団体の例規は，行政指導の基準をも含
めて，当該団体の住民やその職員を法律上，ある
いは実務上，拘束するものとなる。星野［2011］
は，このようなルール（取り決めごと）は，「例
規」というものには，「社会的または理論的な認
知」を受けなければならないとする31。
　「一定以上の社会的な認知を受けていない状況」
が存在するとすれば，星野［2011］が述べるよう
に「その適用場面における『脱法（的）行為』を
誘発する懸念がある32」のである。そうであるか
26	行政実例（昭和33年５月８日自治省行政課決定）。
27	坂田期雄［1973］『＜地方公営企業＞　新地方自治講座
　第９巻』第一法規出版，75頁。
28	自治財政局編［1982］『注釈　地方公営企業関係実例集』
ぎょうせい，67-68頁。
29	星野一郎［2011］『財務会計のルールの論理と政策―
経済社会との交錯―』中央経済社，１頁。
30	同上書，１頁。
31	同上書，32頁。
32	同上書，32頁。
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らこそ，「例規」の制定・改廃の意思形成過程は，
公文書化し，保存されなければならない。近年わ
が国政府において，公文書が廃棄されたり，組織
共用文書ではないという主張や公文書そのものが
作成されなかったりして，開示請求それ自体が困
難になるケースが見受けられる33。このような事
態が常態化されることは第一次資料が喪失してい
ること（作成すらされないこと）を意味するもの
であって，パブリックセクター領域の研究をする
者としてこの領域の学問の伸展が危惧される。
　本稿は，地方公共団体の会計法規の例のうち，
地方公営企業法会計に係る会計法規の制定改廃と
いう限定的な領域を取り上げたものである。星野
一郎という会計学領域の研究者の研究成果は，パ
ブリックセクターの会計政策の考案において有効
な指針となった。
　最後に，星野一郎先生が残された研究成果を，
我々は深く心にとどめておきたい。星野先生は，
星野ゼミに所属する我々をさして，「弟子」とか
「門下」などとは，決しておっしゃらなかった。
またご自分自身も内山　力先生，飯野利夫先生や
田中茂次先生の「弟子」とも「門下」ともおっ
しゃらなかった。しかし，私は，星野一郎の弟子
であり，門下であるといいたい。
　星野先生が残された優れた研究業績のほんの一
部にすぎなくても，それを私自身の糧として，星
野先生が導いてくださった地方公営企業法会計の
研究を，自らに星野先生にこれからも重ねていく
ことを誓いたいと思う。
33	2018年３月２日，朝日新聞では，「2018年３月２日，朝
日新聞は，財務省が作成した土地取引に関わる決裁文書
が契約当時の文書と国会議員らに開示した文書とで内容
が異なることを一面トップで伝え，学園側との交渉につ
いての記載や，「特例」などの文言が複数箇所でなくなっ
たり，変わったりしている」とし，文書が「（森友学園）
問題発覚後に書き換えられた疑い」があると報じた」
（https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A3%AE%E5%8F
%8B%E5%AD%A6%E5%9C%92%E5%95%8F%E9%A1
%8C#%E6%96%87%E6%9B%B8%E6%94%B9%E7%AB
%84%E5%95%8F%E9%A1%8C，2020年１月24日閲覧。）。
公文書の保存期間の恣意的な運用を示す事例には，「桜を
見る会事件」（俗称）の一連の報道におけるものがある
（2020年１月21日，毎日新聞デジタル，https://mainichi.
jp/articles/20200121/k00/00m/010/300000c，2020年 １
月24日閲覧）。
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